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〈論 文〉 
イノベーションを活性化させる経営管理システム 
― 3 M とグーグルの研究開発部門を比較しながら ― 
西 山   茂 * 
 
Management System for active Innovation 




The purpose of this paper is to consider an effective management system for promoting 
innovation.  The R&D divisions of 3M and Google are selected, and their management systems are 
compared to find commonalities and differences, thru interviews with management personnel and 
literature review.  Regarding the search for new ideas, the two companies have similar systems, 
which emphasize freedom, financial and communication support, and motivation for researchers or 
engineers to do the research.  These similar systems may be the key factors for an effective 
management system for promoting innovation.  On the other hand, at the stage for implementing the 
idea into the business, each company has its own control and evaluation system.  These differences 
might be related to the difference in industries, history, and existence of a founder on the management 
team. 
 
要  約 
本論文の目的は、イノベーションを活性化させるような企業の経営管理システムについて考
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 1 ．３Ｍ 
 3 M は、1902年に 5 人の起業家が研磨ホイールや砥石用に使われるコランダム（鋼玉）の採掘を目
的として設立した Minnesota Mining and Manufacturing Company を起源とする企業である。その後
耐水サンドペーパーの製品化で軌道に乗り、ポストイットをはじめコンシューマー、オフィス、ヘルス
ケア、電気・通信など、さまざまな分野でユニークな製品を生み出してきている。今回は、1960年に
 3 M と住友電気工業㈱などが合弁によって設立し、2009年 5 月時点では、米国 3 M 社の子会社２）とし
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 1 ．1 財務業績の推移 
 3 M 社の2008年12月期までの 4 年間の連結ベースの財務数値推移は下記の表１のとおりである。こ
れから分かるように、売上高は増収を続けており、営業利益も2008年12月期は金融危機の影響で減益
となったものの売上高営業利益率は継続して20％を維持し、高い水準を確保している。また、研究開




事業年度 2005／12 期 2006／12 期 2007／12 期 2008／12 期 
売 上 高 21,167 22,923 24,462 25,269 
営業利益  4,854  5,696  6,193  5,218 
売上高営業利益率 22.9% 24.8% 25.3% 20.6% 
研究開発費  1,274  1,522  1,368  1,404 
売上高研究開発費比率  6.0%  6.6%  5.6%  5.6% 
（出典： 3 M 社のアニュアルレポートをもとに著者作成） 
 
 1 ．2 研究開発に関連する人事組織の体制 















（ 3 ）アイデアを事業化するステップ 
アイデアの事業化は、アイデアを持っている社員が、企画提案書を事業部のコミッティに提出し
評価を受けることから始まる。企画が認められると、各部門の人材が集められて、発案者をリーダー




さらに売上高が50億円程度に達すると、 1 つの事業部として独立していく。事業部は PL のみが割り
当てられているが、プロフィットセンターとして独立した組織となっている。 
 
 1 ．3 研究開発を支援する仕組み 













た、 3 M の全技術者が加入する組織である。1951年に発足した長い歴史がある組織であり、幹部
から資金面をはじめ強い支援を受けているが、運営は技術者の自主性に任されている。具体的には
約20の分科会と、TIE Event（タイイベント：Technical Information Exchange Event）、会報の









文化の 1 つとなっている。 
① 15％カルチャー 
技術者がビジネスに役立つと考えることであれば、自分に与えられたテーマとは別に労働時間の












マやアイデアの中から、ユニークさやコンセプトの内容を基準に、年間 4 回、 3 ヶ月ごとに選考し、










 1 ．4 研究開発に関連する管理の仕組み 
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（ 3 ）業績評価と人事考課の仕組み 









なお、 3 M では、グローバルベースでは、各国ごとの評価の基準として EP（Economic 
Profit）を採用しており、上場公開企業として株主からの資本コストを経営管理に結び付けている。 
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時  間 
15％カルチャー 
情  報 
（研究開発情報の共有とコミュニケーション） 
データベース、テクニカルフォーラム 




















 1 ．5 ３Ｍの研究開発と管理の仕組みのまとめ 











降は MBO の対象として個人の人事考課の対象としている。 
このように、アイデアを生み出す段階ではあまり管理はせずに支援体制と自由とを与え、事業化が見


























 2 ．グーグル 
グ－グルは1988年に Larry Page と Sergey Brin によって設立され、インターネットの検索ソフトを
ベースに、G メール、グーグルマップなど大ヒット製品を生み出してきている IT 業界の企業である。
売上高と利益は、検索連動型広告であるアドワーズに依存しており、順調に業績を伸ばしている。グー
グル（Google）という名前は、10の100乗を表す「googol（ゴーゴル）」という数学用語がもとになっ













事業年度 2005／12 期 2006／12 期 2007／12 期 2008／12 期 
売 上 高 6,139 10,605 16,594 21,796 
営業利益 2,017  3,550  5,084  6,632 
売上高営業利益率 32.9% 33.5% 30.6% 30.4% 
研究開発費  600  1,229  2,120  2,793 
売上高研究開発費比率  9.8% 11.6% 12.8% 12.8% 
（出典：Google 社のアニュアルレポートをもとに著者作成） 
 
 2 ．2 研究開発に関連する人事組織の体制 
（ 1 ）研究開発の組織 
グーグルの社員は全世界で約 2 万人であり、そのうち約半数がエンジニア（研究開発担当）であ




カスを変えたり分担するのではなく、各地域が連携をとって R&D を行なっている。 















 2 ．3 研究開発を支援する仕組み 












TGIF（Thank you God, It’s Friday. の略称）といった米国、日本、その他の地域で毎週金曜日
に開催される経営陣との直接対話の機会がある。また外部の専門家などを呼んで誰でも参加できる
フォーラムなどが、数多く開催されている。 
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 2 ．4 研究開発に関連する管理の仕組み 




ているため、広告ビジネス特有の指標、例えば CPC（Cost Per Click： 1 クリックのために必要な
コストの金額）などは重視している。なお、研究開発に関連する明確な数値目標は特に設定してい
ない。 






（ 3 ）業績評価と人事考課の仕組み 
MBO を採用しているが、数値による管理も行なっている。具体的には業績評価指標（KPI）と





とが出来たのか、といったポイントも含めて、 3 段階で評価している。 
（ 4 ）エンジニアの処遇とインセンティブ 
報酬は、サラリー（月給）・ボーナス（賞与）・エクイティ（ストックオプションや株式支給）の
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時  間 
20％ルール 
情  報 
（研究開発情報の共有とコミュニケーション） 
データベース、フォーラム、ミーティング 
資  金 
資金援助の仕組み 
アイデア 

























































 3 ．２社の経営管理システムの比較とそこからの示唆 
 3 M とグーグルの研究開発部門の経営管理システムを比較してみると、アイデアを生み出す段階を
中心に以下のような共通項がある。 
①技術者・エンジニア同士のコミュニケーションを促進する仕組みがあること 
（ 3 M におけるデータベースとテクニカル・フォーラム、グーグルにおけるデータベース、フォー
ラムやミーティング） 
②自由な研究のための時間を与える仕組みがあること 
（ 3 M の15%カルチャー、グーグルの20%ルール） 
③初期の研究アイデアに対して資金援助をする仕組みがあること 















 3 M は各事業部の財務目標の中に「全売上高の数十%以上を過去 5 年間に新しく市場に投入した
製品によって占めること」といった目標を設定するとともに、11番目の戒律「汝、アイデアを殺す




このような相違点を検討してみると、相対的に 3 M の方がよりしっかりとした管理の仕組みを採用
しているように考えられる。これには、 2 社の業界、歴史、創業者の存在といった面での違いが関係し
ているように考える。具体的には、 3 M が比較的安定している伝統的な製造業の企業であるため、変
化の激しい IT 業界の企業であるグーグルに比較して、一定のシステムを作成し導入しやすいと考えら
れること、 3 M は100年以上の歴史を持つ企業として既に創業者や企業文化の基礎を作った中興の祖的
な経営者が社内にいないため、短期間で急成長し、創業者がまだ経営陣に残っているグーグルと比較し
て、企業文化を保持していくために一定のシステムを持つ必要性が高いこと、といった点である。ただ、
今後グーグルが歴史を重ね、創業者が経営から離れていくにつれて徐々に 3 M に近いシステムを採用
するようになるのか、あるいは別の仕組みを採用するのか、興味深い。 
なお、 2 社の共通項である、技術者・エンジニアへ自由な時間を与える仕組みの位置づけについては、
 3 M が15%カルチャーを技術者・エンジニアの権利として位置付けているのに対して、グーグルは





 4 ．本論文の限界と今後の課題 
本論文では、研究開発部門においてイノベーションを活性化させるような経営管理システムについて
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注記： 
 1 ）例えば Business Week が毎年実施している The 50 Most Innovative Companies のランキングにおいて、2008
年2009年と 2 年連続で上位50社に選ばれている企業35社の中に、3 M（2008年22位、2009年41位）とグーグ
ル（2008年 2 位、2009年 2 位）はいずれも含まれている。 
 2 ）住友スリーエム株式会社は、1960年に米国 3 M 社が50%、住友電気工業㈱が25%、NEC が25%をそれぞれ出
資する合弁企業として設立された。その後2003年に NEC が 3 M 社に株式を売却したため、2009年 5 月29日の
インタビュー時点における出資比率は、それぞれ米国 3 M 社が75%、住友電気化学工業株式会社が25%となっ
ている。 
 3 ）住友スリーエム株式会社に対するインタビューは2009年 5 月29日 PM14:00～16:00に、同社本社において、執
行役員技術担当 大久保孝俊氏、取締役 財務、情報システム及び総務担当 昆政彦氏、特別顧問 金子剛一
氏に対して行なった。 







 6 ）日本法人であるグーグル株式会社は、2001年に設立され、また東京の R&D センターは2005年に設置されてい
る。 
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